〔就業規則改定例〕
就業規則改定例
本就業規則改定例は、マイナンバー制度対応として御社の既存の就業規則を見直す際の参考規定例です。必要条文のみを抽出しておりますので、御社の就業規程に即して適宜修正願います。
	現行
	改定例（案）
	備考

	（適用範囲）
第●条　　この規則は、○○○株式会社の正社員に適用する。
　　　２．パートタイム社員の就業に関する事項について

　　　　は、別に定めるところによる。

　　　３．前項の別に定める規則に定めのない事項について

　　　　は、本規則を適用する。
	
	就業規則の適用範囲でパートタイム社員等別途就業規則を定める場合は、当該別規程についてもマイナンバー制度対応の変更等をする必要があります。

	（採用時の提出書類）

第●条　　社員として採用された者は、採用された日から●
　　　　週間以内に次の書類を提出しなければならない。
　　　　　① 自筆の履歴書（３か月以内に撮影した本人写
真添付）
　　　　　② 成績証明書（新卒者のみ）
　　　　　③ 卒業（見込）証明書（新卒者のみ）

④ 住民票記載事項証明書
⑤ 今年度の源泉徴収票（今年度に収入のある者
のみ）
　　　　　⑥ 雇用保険被保険者証（前職のある者のみ）
　　　　　⑦ 年金手帳（保有する者のみ）

⑧ 身元保証書
⑨ 資格証明書の写し（資格証明書を有する者の
　　　　　　 み）

　　　　　⑩ その他会社が指定するもの

　　　　２．前項の定めにより提出した書類の記載事項に変
　　　　　更を生じたときは、速やかに書面で会社に変更事
　　　　　項を届け出なければならない。
	（採用時の提出書類）

第●条　　社員として採用された者（入社誓約を行った内定
　　　　者を含む）は、採用された日から●週間以内（内定
　　　　者にあっては会社が指定する期日まで）に次の書類
　　　　を提出しなければならない。

　　　　　①～⑨同左
　　　　　⑩ 個人番号カード表裏面の写しまたは通知カー
　　　　　　 ドの写しおよび自動車運転免許証等本人であ
ることを証明する書類の写し（対面で本人確
認を行う場合は原本提示）。なお、扶養家族が
ある場合はその扶養家族の個人番号カード表
裏面の写しまたは通知カードの写し

　　　　　⑪ その他会社が指定するもの
　　　　２．前項の定めにより提出した書類の記載事項に変

　　　　　更を生じたときは、速やかに書面で会社に変更事

　　　　　項を届け出なければならない。
　　　　３．会社は、社員が前２項の届出に虚偽の申告を行
　　　　　い、またはその届出を怠ることによって生ずる不
　　　　　利益に対してその責を負わない。
	⑩：採用時および内定が確実となった段階で、提出書類に個人番号とあらかじめ本人確認に必要な書類を盛り込んでおき、それらの提出を義務付けます。なお、扶養家族も同様に個人番号の提出が必要ですが、本人確認は社員が行うため本人確認書類の会社への提出は不要です。
第３項を追加し、虚偽申告等の場合の責任を明確にします。


	現行
	改定案
	備考

	
	（個人番号の利用目的）

第●条　　会社は、第●条第１項第10号において取得した
社員およびその扶養家族の個人番号は、以下の目的
で利用する。
① 所得税源泉徴収等に関する事務および給与所得
・退職所得の源泉徴収票（給与支払報告書を含
む）に関する事務

② 雇用保険届出等に関する事務

③ 労働者災害補償保険法に基づく請求等に関する
事務

④ 健康保険・厚生年金保険届出等に関する事務

⑤ 国民年金の第三号被保険者の届出等に関する事
　 務

⑥ 報酬・料金・契約金等の支払調書作成等に関す
る事務

⑦ 配当、剰余金の分配および基金利息の支払調書
作成等に関する事務

⑧ 不動産の使用料等の支払調書作成等に関する事
　 務

⑨ 不動産等の譲渡対価、売買・貸付手数料等の支
払調書作成等に関する事務
　　　　２．会社は、上記利用目的に追加、変更がある場合
は、目的を特定し前項を改定する。
　　　　３．社員の扶養家族が社会保険諸法令による被扶
　　　　　養者に該当する場合には利用目的の通知について
　　　　　別途定める。
	（新設）
個人番号を収集する場合は、個人番号の利用目的を全社員に通知する必要がありますが、就業規則に明示しておくことは漏れがなく、最も簡便な方法です。ただし就業規則の改定時に改定内容の周知は必要です。
一般的には①～⑤までの掲示になりますが、社員であっても⑥以下が想定される場合は幅広く記しておきます。
第２項に利用目的の追加、変更の規定も置きます。
第３項（国民年金第３号被保険者の届出）の場合、対象者は社外にいるため、就業規則ではなく個別に文書で（第１項⑤にあたることを）通知します。


	現行
	改定案
	備考

	（個人情報保護）

第●条　　社員は、会社および取引先等に関する情報の管理
　　　　に十分注意を払うとともに、自らの業務に関係のな
　　　　い情報を不当に取得してはならない。

　　　２．社員は、職場または職種を異動あるいは退職する
　　　　に際して、自らが管理していた会社および取引先等
に関するデータ・情報書類等を速やかに返却しなけ
ればならない。
	（個人情報および特定個人情報の保護）

第●条　　社員は、会社および取引先等に関する情報、個人
　　　　情報および特定個人情報等の管理に十分注意を払う
　　　　とともに、自らの業務に関係のない情報を不当に取
　　　　得してはならない。

　　　２．社員は、職場または職種を異動あるいは退職する
　　　　に際して、自らが管理していた会社および取引先等
の情報、個人情報および特定個人情報等に関するデ
ータ・情報書類等を速やかに返却しなければならな
い。

　　　３．会社における、特定個人情報等の取り扱いの詳細

　　　　については、特定個人情報等取扱規程に定める。
	個人情報保護を特定個人情報等も含めて規定化します。

第３項では、特定個人情報等の取り扱いについて「特定個人情報等取扱規程」（別途制定）に委ねることを記載しています。

	（教育訓練）

第●条　　会社は、業務に必要な知識、技能を高め、資質の

　　　　向上を図るため社員に対し必要な教育訓練を行う。

　　　２．社員は、会社から教育訓練を受講するよう指示

　　　　された場合には、特段の事由がない限り教育訓練を

　　　　受けなければならない。

　　　３．前項の指示は、教育訓練開始日の少なくとも●週

　　　　間前までに該当社員に対し文書で通知する。
	（教育訓練）

第●条　　会社は、業務に必要な知識、技能を高め、資質の

　　　　向上を図るため社員に対し必要な教育訓練を行う。

　　　２．会社は、個人情報および特定個人情報等の保護管

　　　　理を徹底するため、社員に対し個人情報および特定

　　　　個人情報等の適正な管理に関する教育訓練を行う。

　　　　また、個人情報および特定個人情報等の管理責任者

　　　　ならびに個人情報および特定個人情報等を取扱う事
　　　　務取扱担当者に対して、別に教育訓練を指示するこ
とがある。

　　　３．社員は、会社から教育訓練を受講するよう指示さ
　　　　れた場合には、特段の事由がない限り教育訓練を受
　　　　けなければならない。

　　　４．前項の指示は、教育訓練開始日の少なくとも●週

　　　　間前までに該当社員に対し文書で通知する。
	人的安全管理措置の中心となる教育訓練の定めです。 

会社は、特定個人情報等の適正な取扱いのために以下の人的安全管理措置を講じる必要があります。 

ａ 事務取扱担当者の監督 

ｂ 事務取扱担当者の教育 

改定第２項は、ｂに基づき事務取扱担当者に特定個人情報等の適正な取扱いを周知徹底するとともに適切な教育を行うことを規定しています。


	現行
	改定案
	備考

	（懲戒の事由）

第●条　　社員が次のいずれかに該当するときは、情状に

　　　　応じ、けん責、減給または出勤停止とする。

　　　　　① 正当な理由なく無断欠勤が●日以上に及ぶ

　　　　　　 とき。

　　　　　② 正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退

　　　　　　 をしたとき。

　　　　　③ 過失により会社に損害を与えたとき。
・・・（中略）

　　　　　⑧ その他この規則に違反しまたは前各号に準

　　　　　　 ずる不都合な行為があったとき。

　　　２．社員が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇
　　　　とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっ
　　　　ては、諭旨退職または前条に定める減給または出勤
停止とすることがある。

　　　　　① 重要な経歴を詐称して雇用されたとき。

　　　　　② 正当な理由なく無断欠勤が●日以上におよび
　　　　　　 出勤の督促に応じなかったとき。
　　　　　③ 正当な理由なく無断でしばしば遅刻、早退

　　　　　　 または欠勤を繰り返し、●回にわたって注

　　　　　　 意を受けても改めなかったとき。

　　　　　　　・・・
・・・（中略）

　　　　　⑩ 第●条（個人情報保護）に違反し、その情

　　　　　　 状が悪質と認められるとき。

　　　　　　　・・・（中略）

　　　　　⑮ その他前各号に準ずる不適切な行為があっ

　　　　　　 たとき。
	（懲戒の事由）

第●条　　社員が次のいずれかに該当するときは、情状に応
　　　　じ、けん責、減給または出勤停止とする。

　　　　　① 正当な理由なく無断欠勤が●日以上に及ぶ

　　　　　　 とき。

　　　　　② 正当な理由なくしばしば欠勤、遅刻、早退

　　　　　　 をしたとき。

　　　　　③ 過失により会社に損害を与えたとき。
・・・（中略）

　　　　　⑧ その他この規則に違反しまたは前各号に準

　　　　　　 ずる不都合な行為があったとき。

　　　２．社員が次のいずれかに該当するときは、懲戒解雇

　　　　とする。ただし、平素の服務態度その他情状によっ

　　　　ては、諭旨退職または前条に定める減給または出勤
停止とすることがある。

　　　　　① 重要な経歴を詐称して雇用されたとき。

　　　　　② 正当な理由なく無断欠勤が●日以上におよび
　　　　　　 出勤の督促に応じなかったとき。
　　　　　③ 正当な理由なく無断でしばしば遅刻、早退ま
　　　　　　 たは欠勤を繰り返し、●回にわたって注意を
　　　　　　 受けても改めなかったとき。

　　　　　　　・・・
・・・（中略）

　　　　　⑩ 第●条（個人情報および特定個人情報等の保
　　　　　　 護）に違反し、その情状が悪質と認められる
　　　　　 　とき。

　　　　　　　・・・（中略）

　　　　　⑮ その他前各号に準ずる不適切な行為があった
　　　　　　 とき。
	懲戒事案にマイナンバーの取扱いを規定します。マイナンバーの罰則の重さを考えた場合、第１項の出勤停止レベルではなく、第２項（懲戒解雇レベル）で規定しても良いかと思います。
参考：マイナンバー制度での罰則は、それらが法人等の業務として行われた場合、行為者を処罰するだけでは不十分で、会社も罰せられる両罰規定（本人と会社双方が処罰される）になっています。
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